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第二次世界大戦勃発

キューバ危機

アヘン戦争
太平洋戦争勃発

シベリア出兵

ロシア革命

盧溝橋事件

ベトナム戦争

アフガニスタン攻撃

湾岸戦争

日清戦争開戦

日露戦争開戦

満州事変第一次世界大戦勃発

世界恐慌

ポーツマス条約

辛亥革命

ヴェルサイユ条約

ノモンハン事件

三・一独立運動

五・四運動

ワシントン会議

国際連盟

太平洋戦争勃発

ポツダム宣言

ヤルタ会談
カイロ宣言

サンフランシスコ平和条約

国際連合憲章

朝鮮戦争

冷戦の終結

中東戦争第一次世界大戦勃発

西インド諸島 ヨーロッパ 中東・中央アジア

世界の国々と近現代史の舞台
事項の囲み ：本文に出てくる出来事
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10　序章　私たちの時代と歴史

【夜間中学】（2011年，大阪）

　現在，日本には多数の在日外国人の人たちがいる。彼らが日本
にやって来た背景には，さまざまな歴史がある。また，彼らが日
本人や他の外国の人たちと，たがいの文化・言葉・歴史などを学
び交流する国際理解の場は，時代とともに変化している。
　ここでは，夜間中学を事例に，在日外国人の歴史と交流の歴史
について調べてみよう。

●「夜間中学を知っていますか？」
　上の新聞記事を読んでみよう。これは，関西の

大学生が授業の一環で，奈良県の夜間中学につい

て学んだことを報告したという記事である。さま

ざまな理由で学
がく

齢
れい

期に学校に行けなかった人が通

う公立の夜間中学があることがわかる。

　夜間中学の生徒の約 8割は外国籍の在日外国人

である。国籍は中国，韓国・朝鮮，ベトナム，フ

ィリピン，ペルー，ブラジルなどで，年齢は20歳

代から70歳代までさまざまである。

●在日外国人と人権
　戦後の在日外国人の歴史は，韓国・朝鮮籍の人

たちが中心だった1980年代までと，1990年代以降

のグローバル化の時代では大きく異なる。グロー

バル化は人々の交流を活発にし，日本に在留する

【2009年 7 月31日毎日新聞奈良版】

5

10

15

外国人を，100万人（1990年），150万人（1998年），

221万人（2008年）と増加させた。2015（平成27）年

現在，外国人登録者の国籍は，中国，韓国・朝鮮，

フィリピン，ブラジル，ベトナム，ネパールの順

で多く，この10年間では，中国人とフィリピン人

の増加がめざましい。

　日本に在留する理由は，就職，留学，結婚など，

さまざまである。言葉や文化，生活習慣の相違な

どから生じる誤解や偏見によって，住居や公衆浴

場，仕事などで差別されたり，日本語ができない

ためいじめられたりすることもある。

●夜間中学と在日外国人の歴史
　夜間中学は，日本人だけでなく，在日外国人に

読み書きや勉強を教える場所であり，そこには，

彼らの歴史が映しだされている。

【夜間中学で学ぶ人たち】（2011年，大阪）

●3 新聞記事から現代社会の課題について考えよう
　 　在日外国人の歴史と交流の歴史

近現代の歴史的事象と現在との結びつきを考えよう
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16　序章　私たちの時代と歴史

ボスニア・ヘルツェゴヴィナ紛争
（1992～95）

カシミール問題
チベット問題

アフガニスタン紛争（1979～2001）
アフガニスタン軍事行動（2001～）
タジキスタン内戦（1992～97）

ソマリア内戦（1988～）
エチオピア・エリトリア紛争
（1998～）
ブルンジ内戦（1993～2009）
ルワンダ内戦（1990～94）

スーダン内戦（1983～2005）

アチェ独立アチェ独立アチェ独立紛争
（（1976～2005）

クルド問題

東ティモール東ティモール東ティモール東ティモール東ティモール
独立運動独立運動独立運動
（1975～2002）

スリランカ民族紛争
（1977～2002）

アンゴラ内戦
（1998～2002）

コンゴ内戦（1998～）

チェチェン紛争（1994～96，99～）

パレスティナ問題

コソボ紛争（1988～99）

イラク戦争（2003）

リベリア内戦（1989～2003）

カンボジア紛争
（1977～91）

湾岸戦争（1990～91）

スーダン・ダルフール紛争
（2003～）

●紛争の激化とナショナリズム
　冷戦が終わり

（→p.188）
，多くの人々は，平和な世界の到

来を期待した。しかし現実には，さまざまな地域

で紛争が噴
ふん

出
しゅつ

し，深刻化している。冷戦下では国

家により抑圧されていた政治的な差別が，民族や

宗教のちがいに根ざすものとみなされ，紛争が生

じている場合が多い。さらにグローバル化により

経済格
かく

差
さ

が拡大し，世界の政治とからみあって不

安定な状況を生みだしている。

　ソマリアやルワンダ，旧ユーゴスラヴィアなど

では紛争が内戦化し，多くの難民が生まれている。

中
ちゅう

東
とう

では，パレスティナとの和平交渉を進めたイ

スラエルの首相が暗殺され，その後も交渉はおこ

なわれているものの，和平実現の見通しは立たず，

紛争が激化している。

　2001年，アメリカのニューヨークなどで同時多

発テロ
（→p.189）

が発生した。アメリカは，テロがイスラム

過激派のしわざであり，それを支援しているとし

●3 国境・民族・宗教の壁を越えて
　 相互理解にむけて
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15

近現代の歴史的事象と現在との結びつきを考えよう

て，武力行使を直接認める国連安全保障理事会の

決議を得ぬまま，タリバン政権のアフガニスタン

を「自衛」の名のもとに攻撃した。政権は倒れ，ア

フガニスタンには新しい政府が誕生した。さらに

アメリカは，大量破壊兵器があるという名目で，

イギリスとともに，2003年にイラクに戦争をしか

け，占領した。しかし，近隣地域をふくめて不安

定な状態が広がっている。

　この間，EU内においても，移入してきた外国

人を排
はい

斥
せき

する動きが表面化した。対外的な危機を

あおるナショナリズム勢力は，とくに失業率の高

い若者のあいだに影響を広げている。

●相互理解と国際社会の結びつき
　これらのナショナリズム勢力は，宗教的な原理

主義勢力らとともに，国民や民族，あるいは宗教

など，みずからが属する集団の長い伝統や純粋性

を強調し，自分たちの「誇りある歴史」を強調する。

　こうした勢力が台頭し，影響を広げた背後には，

【世界のおもな地域紛争】
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62 囲み

62　第 1 章  近代日本の形成

初期議会と
条約改正

　初期議会の政府と民党
の対立点を理解するとと
もに，欧米との条約改正
について東アジアの情勢
の変化から考えよう。

【第一議会の職業別勢力分布】

立憲自由党

立憲改進党

大成会

国民自由党

無所属

無所属

自由党

立憲改進党 独立俱楽部

中央交渉部

130 41 79

5

45

94 38 31 95 42

300
人

300
人

●第三議会（1892年5月）

●第一議会（1890年11月）

民党 吏党 単位：人

く　ら　ぶ

地主・
農業

官吏
弁護士

商工業

新聞・雑誌
記者

銀行・会社員 その他

300人
144

60

24

22

20
14 16

単位：人

【選挙風景】（ビゴー画）　衆議院議員総選挙は，警官
立ち会いによる記名投票でおこなわれた。

【第一議会と第三議会の政党
別分布】

 国会開設が近づくと，民権派は再結集をはかり，

大
だい

同
どう

団結運動を展開した。1887（明治20）年には，

言論集会の自由，地租の軽減，外交失策の挽
ばん

回
かい

（条約改正）を要求する

三大事件建
けん

白
ぱく

運動が全国に広がった。

　これに対して政府は，保安条例を公布し，民権派の急進的な指導者

を東京から追放した。さらに黒
くろ

田
だ

清
きよ

隆
たか

首相は，穏
おん

健
けん

派の中心人物であ

る後
ご

藤
とう

象
しょう

二
じ

郎
ろう

を大臣に起用するなど，運動の高
こう

揚
よう

をおさえこむ一方，

帝国憲法公布の翌日の演説では，政党から超
ちょう

然
ぜん

として政治をおこなう

立場（超然主義）を明らかにした。

 1890（明治23）年，第 1回衆議院議員総選挙が実施

され，民権運動の流れをくむ諸政党が勝利をおさ

めた。日清戦争までの初期議会では，立憲自由党や立憲改進党などの

民党が，政府支持の吏
り

党
とう

に議席数で勝り，地租軽減による「民力休養」

や「政費節減」などをスローガンにかかげて，藩
はん

閥
ばつ

政府に対決姿勢をと

ったため，政権運営は難航した。

　第一議会では，第 1次山
やま

県
がた

有
あり

朋
とも

内閣が自由党の一部を切りくずして，

かろうじて予算案を通過させた。第二議会では，第 1次松
まつ

方
かた

正
まさ

義
よし

内閣

が衆議院を解散し，総選挙で選挙干
かん

渉
しょう

をおこなった

ものの，民党の優勢をくつがえせず，第三議会の閉

会後に退陣した。第 2次伊
い

藤
とう

博
ひろ

文
ぶみ

内閣は，藩閥の指

導者を多数入閣させるとともに，自由党に接近し，

政府と議会の協力を命ずる詔
しょう

勅
ちょく

を天皇から出させる

ことで予算を成立させ，第四議会をのりきった。し

かし，その後も第五議会，第六議会と，条約改正問

題などをめぐって対立が続いた。

民権派の動向

1840〜1900

総選挙と初期議会

（→p.74）
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【ビゴー】（1860年～
1927年）　パリに生
まれ，国立美術学校
に入学後，新聞や雑
誌に挿し絵を描いた。
1881年の来日後，母
に送った手紙に「ま

ったく日本は愉
ゆ

快
かい

な国で，この善良な人々の
気立てのよさを，母さんにもみせたいほどで
す」と記した。ビゴーは1899年に帰国するま
で，政治を風

ふう

刺
し

する漫
まん

画
が

や日本の庶
しょ

民
みん

の生活
を描きつづけた。日清戦争時には従軍画家と
なり，戦地における日本兵の姿も描いている。
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初期議会と
条約改正

　初期議会の政府と民党
の対立点を理解するとと
もに，欧米との条約改正
について東アジアの情勢
の変化から考えよう。
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国民自由党

無所属
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自由党

立憲改進党 独立俱楽部
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130 41 79

5

45

94 38 31 95 42

300
人

300
人

●第三議会（1892年5月）

●第一議会（1890年11月）

民党 吏党 単位：人
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地主・
農業

官吏
弁護士

商工業

新聞・雑誌
記者
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300人
144

60

24

22

20
14 16

単位：人

【選挙風景】（ビゴー画）　衆議院議員総選挙は，警官
立ち会いによる記名投票でおこなわれた。

【第一議会と第三議会の政党
別分布】

 国会開設が近づくと，民権派は再結集をはかり，

大
だい

同
どう

団結運動を展開した。1887（明治20）年には，

言論集会の自由，地租の軽減，外交失策の挽
ばん

回
かい

（条約改正）を要求する

三大事件建
けん

白
ぱく

運動が全国に広がった。

　これに対して政府は，保安条例を公布し，民権派の急進的な指導者

を東京から追放した。さらに黒
くろ

田
だ

清
きよ

隆
たか

首相は，穏
おん

健
けん

派の中心人物であ

る後
ご

藤
とう

象
しょう

二
じ

郎
ろう

を大臣に起用するなど，運動の高
こう

揚
よう

をおさえこむ一方，

帝国憲法公布の翌日の演説では，政党から超
ちょう

然
ぜん

として政治をおこなう

立場（超然主義）を明らかにした。

 1890（明治23）年，第 1回衆議院議員総選挙が実施

され，民権運動の流れをくむ諸政党が勝利をおさ

めた。日清戦争までの初期議会では，立憲自由党や立憲改進党などの

民党が，政府支持の吏
り

党
とう

に議席数で勝り，地租軽減による「民力休養」

や「政費節減」などをスローガンにかかげて，藩
はん

閥
ばつ

政府に対決姿勢をと

ったため，政権運営は難航した。

　第一議会では，第 1次山
やま

県
がた

有
あり

朋
とも

内閣が自由党の一部を切りくずして，

かろうじて予算案を通過させた。第二議会では，第 1次松
まつ

方
かた

正
まさ

義
よし

内閣

が衆議院を解散し，総選挙で選挙干
かん

渉
しょう

をおこなった

ものの，民党の優勢をくつがえせず，第三議会の閉

会後に退陣した。第 2次伊
い

藤
とう

博
ひろ

文
ぶみ

内閣は，藩閥の指

導者を多数入閣させるとともに，自由党に接近し，

政府と議会の協力を命ずる詔
しょう

勅
ちょく

を天皇から出させる

ことで予算を成立させ，第四議会をのりきった。し

かし，その後も第五議会，第六議会と，条約改正問

題などをめぐって対立が続いた。

民権派の動向

1840〜1900

総選挙と初期議会

（→p.74）
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本
義
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説
い
て
其
有
終
の
美
を
済
す
の
途
を
論
ず
」）
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【市
いち
川
かわ
房
ふさ
枝
え
】（1893年～

1981年）　女性運動家，
政治家。新婦人協会設立
後の1924年，婦人参政権
獲得期成同盟会を結成し，
「婦

ふ

選
せん

なくして真の普選
なし」と女性参政権の獲
得をめざす運動を続けた。
戦時期には国策に協力す
る姿勢をみせて女性の政
治的権利を獲得する活動
をおこなった。戦後は組
織にたよらない選挙運動
により，参議院議員とし
て活躍した。

大正デモクラシー
の思想と大衆文化

　第一次世界大戦後の世
界に広まった価値観との
かかわりから，大正デモ
クラシーの広まりとその
特徴を考えよう。

 第一次世界大戦後に国際協調や民族自決の考えが

広まると，政治参加を求めるデモクラシーの考え

や運動が世界で広がった。日本でも，民主政治を求める考えや運動が

広がった。

　吉
よし

野
の

作
さく

造
ぞう

は民
みん

本
ぽん

主義を唱え，民衆の利益や幸福を実現するのが政治

であると説いた。美
み

濃
の

部
べ

達
たつ

吉
きち

は，国家を法律上の権利と義務を持つ法
ほう

人
じん

と考え，天皇は国家の一つの機関であり（天皇機関説），主権は国家

の最高機関である天皇に属すると説いた。東洋経済新報社の石
いし

橋
ばし

湛
たん

山
ざん

は，普通選挙の実現を説き，シベリア出兵反対，朝鮮・台湾の植民地

放
ほう

棄
き

などを主張した数少ない言論人だった。これらの思想は，大正デ

モクラシーの思想として，1910～1920年代の日本の政治・社会・文化

に大きな影響を与えた。

 当時，女性は参政権がなく，政治結社への加入や

政治集会への参加も禁止され，家では財産管理の

中心になれなかった。1911（明治44）年に平
ひら

塚
つか

らいてうらが発行した雑

誌『青
せい

鞜
とう

』は，女性の低い社会的地位を問題にし，良
りょう

妻
さい

賢
けん

母
ぼ

を育てるこ

とをめざす女子教育を批判して，女性の解放を唱えた。『青鞜』につづ

き，『婦人公論』『婦人倶
く

楽
ら

部
ぶ

』などがあいついで発刊され，女性をめぐ

る問題が大きな社会問題になった。

　1920（大正 9）年，平塚らいてう・市
いち

川
かわ

房
ふさ

枝
え

らは新婦人協会を組織し，

男女の機会均等，女性・母子の権利の擁
よう

護
ご

，女性・未成年者の政治活

動を禁止した治安警察法第 5条の改正を要求する運動を起こした。そ

の結果，女性も政治演説会に参加できるようになり，さらに母性保護，

婦人参政権獲得などの運動が進められた。1921年，山
やま

川
かわ

菊
きく

栄
え

が中心に

なり，社会主義の立場に立つ赤
せき

瀾
らん

会
かん

が組織された。

　新婦人協会と赤瀾会は，ともに短命に終わるが，女性解放運動の登

場は，女性の政治的社会的地位の向上に大きく寄与した。

 第一次世界大戦のころから，大都市への人口集中

が進み，都市化の傾向が著しくなった。都市には

近代的なビルディングがそびえ，盛
さか

り場には，映画館や劇場，カフェ，

ダンスホール，デパートなどが立ちならんだ。

　都市化と工業化が進むと，都市で働く女性の新しい職業が生まれた。

女性は，電話交換手やタイピスト，バスガールなどについて，職業婦

大正デモクラシー
の思想

1878〜1933

1873〜1948

（→p.121）

1884〜1973

（→p.113）

女性の解放

1886〜1971

1893〜1981

1890〜1980（→p.78）

都市化・大衆文化
と農村

（→p.137）
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本

フ
ラ
ン
ス

イ
タ
リ
ア【ワシントン体制下のおもな国際条約】

1四か国条約により日英同盟
協約は廃棄され，また，九か
国条約により石井・ランシン
グ協定（→p.97）が廃棄されるこ
とになった。

21922年には，ヴェルサイユ
条約で手に入れた山

さん

東
とう

省の旧
ドイツ権益は中国に返還され，
日本軍は青

チン

島
タオ

から撤
てっ

兵
ぺい

した。

条約名（成立年月） 参加国 おもな内容

ヴェルサイユ条約（1919.6） 27 か国 第一次世界大戦後の処理。国際連盟の設
立。

ワ
シ
ン
ト
ン
会
議

四か国条約（1921.12） 日・米・英・仏 太平洋地域における相互利権の尊重。日
英同盟の廃棄。

九か国条約（1922.2）
日・米・英・仏・伊・
ベルギー・オランダ・
ポルトガル・中国

中国の主権尊重・領土保全・門戸開放・
機会均等などを規定。石井・ランシング
協定の廃棄。

海軍軍縮条約（1922.2） 日・米・英・仏・伊 主力艦の保有量を制限。10年間の主力艦
の建造を禁止。

ジュネーヴ軍縮会議
（1927.6　決裂） 日・米・英 補助艦の保有制限を目的としたが，米・

英の対立などで決裂。

不戦条約（1928.8） 15 か国 武力による紛争解決はおこなわない。

ロンドン海軍軍縮条約
（1930.4） 日・米・英・仏・伊

主力艦の保有制限・建造禁止を 1936 年
まで延長。日・米・英の補助艦保有量も
制限。国内に統帥権干犯問題が起こる。

【ワシントン海軍軍縮条約で
決められた各国の軍艦保有量】

人
物
歴
史
館

【幣
しで
原
はら
喜
き
重
じゅう
郎
ろう
】（1872年～

1951年）　外交官，政治家。
加藤高明内閣をはじめ，ワ
シントン体制下の四つの内
閣で外務大臣をつとめた。
明治生まれの外交官として
英米の外交を学んだ幣原は，
英米に対して協調路線を追

求した。1924年，外務大臣になってはじめての帝国
議会で幣原はつぎのように演説した。我々は，中国
の「内政」には「関与すべき」ではなく，中国の「合理的
なる立場を無視するが如

ごと

きなんらの行動を採
と

らむと
するものでありまして」，「機会均等主義」で「両国民

の経済的接近」をはかりたい。経済的利益を優先し，
民族運動が高揚する中国に対しては条約上の権益擁
護のみを主張し，中国への内政不干渉の方針をとっ
たのである。幣原の外交は協調外交（幣原外交）とよ
ばれ，のちに登場する，田

た

中
なか

義
ぎ

一
いち

の強
きょう

硬
こう

外交（→p.113）と
は対照的だった。満

まん

州
しゅう

事変後に軍部が台頭すると幣
原外交は困難になり，幣原は政界を引退した。
　敗戦後，占領という事態のもとで幣原は政界にお
しもどされ，首相になった。しかし，GHQからは民
主化に消極的とうけとられ，1946年 4月には幣原内
閣打倒人民大会が開催されて 7万人が集まり，イン
フレや食糧難を解決しないことの責任を追及された。
幣原内閣は，同月の総選挙後に総辞職した。

ンスの相互権利の尊重を約束した四か国条約が結ばれ，ついで，中国

の領土の保全と門
もん

戸
こ

開放・機会均等などを確認した九か国条約が締
てい

結
けつ

された。さらに，五大国のあいだで海軍軍縮条約が結ばれ，主力艦保

有量の比率を，イギリス・アメリカ各 5，日本 3，フランス・イタリ

ア各1.67と定めた。

　ワシントン会議での諸条約は，アメリカの主導のもとで，太平洋・

東アジア地域における列強の協調をめざすものであった。この軍縮に

基づく新しい国際秩序はワシントン体制とよばれた。

　ワシントン体制で日本の中国侵略は制約され，アジアのナショナリ

ズムと民族独立運動が高まった。原敬を継いで成立した政友会の高
たか

橋
はし

是
これ

清
きよ

内閣はワシントン会議に積極的に参加し，つづく加
か

藤
とう

高
たか

明
あき

内閣， 

若
わか

槻
つき

礼
れい

次
じ

郎
ろう

内閣では，幣
しで

原
はら

喜
き

重
じゅう

郎
ろう

外相が，新しい国際秩序のもとでイ

ギリス・アメリカと協調しながら，中国内の日本権益の確保を果たそ

うとした（協調外交）。
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128　第 3 章  二つの世界大戦と日本

戦時総動員の
徹底と矛盾

　戦争遂行目的の国民の
動員や協力体制の構築の
道筋から，戦争時の社会
の矛盾について考えよう。

【学徒出陣】　1943年10月21日，「出陣学徒壮
そう

行
こう

会」が東京の明治
神宮外

がい

苑
えん

競技場で開かれた。

【兵器工場で働く少女】　学校
も工場となり，学生は動員さ
れた。

【徴兵検査をうける台湾青年】
（1945年）　日本軍入隊のた
めに徴兵検査をうける台湾の
青年たち。

 1940年代に入ると，経済の統制は資金・資源だけ

でなく，企業にもおよんだ。鉄鋼・石炭をはじめ

として，1941（昭和16）年から翌年にかけて，主要な産業分野に統制会

が設立され，原料割
わり

当
あて

や生産規制をおこなうようになった。1943年に

は軍需省が設置され，軍需会社に指定された民間企業は，政府の全面

的な管理下におかれた。また大企業では，資本家にかわって経営者の

地位が上昇した。

　軍需生産の拡
かく

充
じゅう

にともなって，日中戦争期から太平洋戦争期には産

業構成が変化し，繊
せん

維
い

産業などの軽工業の比重が下がり，金属・機械

を中心に日本経済の重化学工業化が進行した。

 日中戦争以降，日本では前線と銃
じゅう

後
ご

にいる人々，

植民地や占領地の人々を徹底して動員する総動員

体制がしかれた。壮
そう

健
けん

な成人の男性は兵力や労働力として動員され，

未婚の女性・生徒・学生は軍需工場に動員された。前線の兵士に対し

て，国内に残った既婚の女性・子ども・老人，あるいは病弱な人は，

銃後を守る役割を担わされた。壮健な国民を育成するために，1938（昭

和13）年には厚生省が設置されて，人口政策・保健政策が推進され，

病弱な人や障がい者などが非国民として白
はく

眼
がん

視
し

されることになった。

　戦争が長引くなかで，多くの成人男性が兵士として戦地に動員され

ていった。そのために，兵役の年齢が広げられ，理工系と教員養成系

以外の学生の徴兵猶
ゆう

予
よ

も停止された（学
がく

徒
と

出
しゅつ

陣
じん

）。こうして1945年には，

朝鮮や台湾の人々もふくめて，軍隊に召
しょう

集
しゅう

された者は約720万人にの

ぼった。敗戦時の動員数は男性人口の20％に達し，兵力動員の限界と

考えられた10％をはるかにこえた。

　徴兵の増加による労働力不足に対して，

政府は，1941年に国民徴
ちょう

用
よう

令を改め，民
みん

需
じゅ

産業の労働者を軍需工場で働かせるように

した。未婚の女性は女子挺
てん

身
しん

隊
たい

に組織され，

中等学校以上の生徒・学生とともに軍需工

場の兵器生産などに従事させられた（勤労

動員）。人々は根こそぎ動員されるように

なり，朝鮮や中国，台湾の人々をあわせる

と，敗戦時の動員数は約615万人に達した。

経済統制の強化

強化される
戦争動員

（→p.124）
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呉服店からデパートメントへ
　このころデパートが登場し，ものめずらしさも

手伝って多くの人々が集まり，都市の豊かな生活

文化を演出しはじめた。伝統的な呉服屋の番頭ら

による接客販売にかわり，ガラス張りのショーケ

ースで自由に商品を見てまわれる欧米風の販売方

法，食堂や博覧会の開催など女性や子供も楽しめ

る店づくりは，図案家（デザイナー）が制作したポ

スターや包装紙，PR誌とともに，新しい時代を

映すものとなった。

大衆文化の花が開き，1940年に東京オリンピッ

クが開催されれば，明治以降の近代文化の頂点が

演出されるはずであった。

文学や芸術の新風
　1910（明治43）年，学習院

高等科出身の武
む

者
しゃの

小
こう

路
じ

実
さね

篤
あつ

や志
し

賀
が

直
なお

哉
や

を中心に同人誌

『白
しら

樺
かば

』が創刊された。『白

樺』は自我の尊重をかかげ，

文学にとどまらず多彩な分

野で自己の理想の表現をめ

ざし，青年たちの共感をよ

んだ。1918年（大正7）年，武者小路は，宮崎県に

理想郷の実現をめざして「新しき村」の建設をはじ

めた。同人の一人である柳
やなぎ

宗
むね

悦
よし

は，日用品のなか

に「用の美」を求める民芸運動を起こした。

　教育の世界でも，国家主義的，画一的な教育を

排し，子どもの個性と自発性を尊重する自由教育

運動が起こり，各地の小学校で実
じっ

践
せん

が試みられた。

創作版画を提唱した山
やま

本
もと

鼎
かなえ

は北
きた

原
はら

白
はく

秋
しゅう

らと，児童

の自由画運動を提唱した。鈴
すず

木
き

三
み

重
え

吉
きち

は創作童話

と童
どう

謡
よう

の雑誌『赤い鳥』を創刊し，子どもの純性を

はぐくむ運動を宣言した。

大正・昭和初期の学問

経済学 河
かわ

上
かみ

肇
はじめ

『貧
びん

乏
ぼう

物
もの

語
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【『スバル』創刊号】（1909
年）　耽

たん

美
び

主義の中心とな
った。森

もり

鷗
おう

外
がい

が指導し，北
原白秋，石

いし

川
かわ

啄
たく

木
ぼく

，高
たか

村
むら

光
こう

太
た

郎
ろう

などが活躍した。

【『白樺』創刊号】（1910年）

【『赤い鳥』創刊号】（1918
年）　芥

あくた

川
がわ

龍
りゅう

之
の

介
すけ

の「蜘
く

蛛
も

の
糸」，有

あり

島
しま

武
たけ

郎
お

の「一房の
葡
ぶ ど う

萄」などが掲載された。

【涼しき装い】（竹
たけ

久
ひさ

夢
ゆめ

二
じ

筆　1925年）　竹久は夢
二式美人とよばれた叙
情的な美人画をはじめ，
挿し絵や詩文，広告や
日用雑貨のデザインも
手がけた。

【新館落成】（杉
すぎ

浦
うら

非
ひ

水
すい

筆　
1914年）　日本画を学んで
いた杉浦は黒

くろ

田
だ

清
せい

輝
き

と知り
あい，装飾美術に開眼した。
図案家の草わけである。 
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【サミット】　1982年，フラン
スのヴェルサイユで開かれた
サミットに出席した首脳たち。
右から二人目がアメリカのレ
ーガン大統領，その左がイギ
リスのサッチャー首相。

1第二次世界大戦後，ユダヤ
人によってイスラエルが建国
されると，そこに住んでいた
アラブ人が難民となり，欧米
諸国の思

おも

惑
わく

もからんで，イス
ラエルとアラブ諸国とのあい
だに数次にわたる中東戦争が
起きた。パレスティナ紛争は
いまなお解決されていない。

石油危機と国際
経済秩序の変化

　戦後の日本経済の道筋
について，世界経済の変
化から考えよう。

【石油危機】　トイレットペーパーや洗剤が
不足するという噂

うわさ

が広がり，人々がスーパ
ーマーケットに殺

さっ

到
とう

するパニックが起きた。 【原油価格と電源別発電電力量の割合の推移】　

原
子
力

原
油
価
格

石
油
等

1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2014年
（昭和40） （平成2）

水
力

石
炭

ＬN

G

1630 2939 3876 4850 5840 7376 8557 9396 9889 10064 9101

発
電
電
力
量
の
割
合（
億
　・
％
）

kWh

31.1

42.4

26.4

0.1

1.6

59.0
64.0

45.6 27.3 28.6 19.4
10.7 10.8 7.5そ

の
他
0.2

0.2 0.2 0.5 0.6 0.9 1.1 3.210.6

1.5

5.3

15.4

21.7 22.2

22.4
26.4 23.7

29.3

46.1

24.7

13.2 20.3

3.9
6.5

17.4

13.8 11.9

10.0
9.6

4.5

9.8

16.9
27.2

9.7

27.3

13.7

34.0

18.4

34.3

8.2

25.6

30.8

8.5

9.0
25.0

31.028.6

0.0
0

1

2

5

6
万円
/KL

4

3

ＬN

G

 アメリカを中心とするブレトンウッズ体制，つま

り，金の価値に裏
うら

づけられたドルに各国の通貨の

為
か わ せ

替レートが固定される固定為替相場制のもと，1950年代から60年代

にかけて，日本をはじめとする各国で経済成長が実現した。

　しかし，アメリカは，ベトナム戦争などにより経済力が弱まり，国

際収支が悪化し，固定為替相場制を維
い

持
じ

することが難しくなった。

1971（昭和46）年，ニクソン大統領は，金とドルの交換停止を発表した

（第 2次ニクソン・ショック）。その後，日本は1973年，西欧諸国とと

もに変動為替相場制に移行し，ブレトンウッズ体制が崩壊した。

　同じ1973年，イスラエルとアラブ諸国のあいだの第4次中東戦争の

勃
ぼっ

発
ぱつ

をきっかけに，アラブの産油国が石油の供給削
さく

減
げん

や値上げにふみ

きり，石油危機（オイル・ショック）が発生した。安価な石油に依存し

て経済成長を進めていた主要国は，深刻な不況におちいった。

　田中内閣が日本列島改造論をかかげ，新幹線や高速道路を建設して

農村を工業化し，経済成長を推進するという政策をとっていた日本で

も，「狂
きょう

乱
らん

物価」とよばれるインフレーションが起こった。その翌年，

経済成長率が戦後はじめてマイナスに落ちこんだ。こうして高度経済

成長は終わりをむかえた。

 石油危機後の世界経済は，不況とインフレーショ

ンが同時に進行するスタグフレーションになやま

され，失業問題などが深刻化した。アメリカ，日本，ドイツ，イギリ

ス，フランスなどは，1975（昭和50）年から毎年，先進国（主要国）首脳

会議（サミット）を開き，経済をはじめ政策の国際的な調整をはかるよ

うになった。1979年には，イラン革命をきっかけに第 2次石油危機が

ブレトンウッズ体制
の崩壊と石油危機
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【『ジャパン・アズ・ナンバー
ワン』】　アメリカの社会学者
エズラ・ヴォーゲルによって
1979年に書かれたこの本は，
日本的経営をはじめ，集団主
義的な日本の特質をさまざま
な面で高く評価し，そこから
アメリカも学ぶべきだと主張
した。

【円とドルの相場】

経済大国と
国際化

　働き方や企業経営の意
識，日本経済の国際的な
役割と評価から，日本の
社会の変化を考えよう。
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 第二次世界大戦後の日本では，欧米諸国をモデル

として近代化を進めなければならないという主張

が支配的であった。しかし，石油危機をのりこえて経済大国になると，

それまで後進的とされてきた日本的な特質，とりわけ終身雇
こ

用
よう

，年
ねん

功
こう

賃金，企業別組合などにみられる日本的経営を高く評価する主張が強

まった。

　大企業を中心とする企業社会は，夫は仕事，妻は家事や育児という

男女の性別役割分担によって支えられていた。男性を中心とする正社

員は長時間労働をうけいれ，過
か

労
ろう

死
し

が問題になった。他方，女性は結

婚や出産を機に退社して専業主婦となり，子育てが一段落するとパー

トに出るというのが一般的になった。

　女性の結婚退職制や若年定年制をとる企業もあった。これに対して

是
ぜ

正
せい

を求める運動が展開され，裁判で無効判決が出ていた。1979（昭

和54）年の国連総会で女性差別撤
てっ

廃
ぱい

条約が採択されたことをうけて，

1985年に男女雇用機会均等法が成立し，職場での男女平等が推進され

るようになった。

 この時期，欧米諸国からは，輸出を急増させて貿

易黒字を増やす日本に対する批判が高まった。

1985（昭和60）年の先進 5か国蔵
ぞう

相
しょう

・中央銀行総裁会議（G 5）で，ドル

高を是正するプラザ合意が結ばれ，円
えん

高
だか

が急速に進んだ。また，日本

は国際協調をはかるため，政府開発援助（ODA）を増やした。円高を

背景として，民間企業の海外への直接投資も増大し，日本経済の国際

化が進展した。

企業社会と性別役
割分担のゆらぎ

貿易摩擦の深刻化
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りょう
子
こ
】（1929年～　）　労働

省（現厚生労働省）の官僚として，
男女雇用機会均等法の制定に主
導的な役割を果たした。早くから
女性の結婚退職制や若年定年制
に反対し，国連で女性差別撤廃条
約が採択された際には，日本の国

連公使として賛成の投票をおこなった。しかし，1985（昭
和60）年に成立した均等法は，経営者などの反対により，不
十分なものにとどまった。小さく生んで大きく育てよう
という赤松の思いは，1997（平成 9）年の改正によって，従
来は努力義務だった募集・採用，配置・昇進に関する差別
が禁止されることで実現した。赤松はみずからの人生を，
女性の地位向上の歴史のなかに位置づけて，「男女平等実
現のための長い列に加わる」と表現している。
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【年越し派遣村】　世界金融危
機の発生により失業問題が深
刻化したことをうけて，2008
年末，東京の日

ひ

比
び

谷
や

公園に「年
越し派遣村」が開設された。
貧困問題に取り組むNPOや
労働組合などが企画し，多数
のボランティアの参加を得て
運営され，注目を集めた。

 1990年代以降，日本的経営をはじめ，高度経済成

長期に形成され，日本社会を安定させてきたさま

ざまな制度が限界をしめしている。深刻なのは，この間，多くの改革

が実施されてきたにもかかわらず，不況や財政赤字などもあって，新

しい持続可能な制度を構築できていないでいることである。

　たとえば，男女雇用機会均等法に続き，1999（平成11）年に男女共同

参画社会基本法が制定されるなど，男女平等が推進されながらも，保

育所の待機児童の問題にみられるように，女性の就業を保障する制度

が十分にととのえられていない。人口減少や少子高齢化などに対応す

る社会保障制度の改革についても，模
も

索
さく

が続けられている。こうした

状況のもと，日々の生活に不安をかかえ，将来に希望を持てない人々

が増えている。

日本社会をおおう
閉塞感

（→p.184）

5

10

現在，雇用者全体に

しめる非正規雇用の割合が三分の一をこえてい

る。ただし，非正規雇用とは，パート，アルバ

イト，派遣など多様な働き方の総称でしかない。

1950年代から高度経済成長期にかけては出
で

稼
かせ

ぎ

労働者や臨時工が多く，1960年代後半以降は主

婦パートが増加した。2000年代前半からは契約

社員・嘱
しょく

託
たく

が増え，労働者派遣法の改正をうけ

て派遣社員の増大もみられた。

　近年にかぎってみても，非正規雇用が増加し

ている理由は単純ではない。企業による人件費

の節約や景気変動への対応，産業構造の変化な

どが大きな原因であるが，労働市場の規制緩和

も影響しているといわれる。労働者側について

みると，自分の都合がよい時間に働けるといっ

た理由も少なくないが，その一方で正規雇用に

つけなかったという非自発的な理由が増える傾

向にある。

　非正規雇用は若年層に多く，賃金が少ないば

かりか勤続年数が増してもほとんど上昇せず，

社会保険などへの加入率も低い。正規雇用との

格
かく

差
さ

は結婚にもおよぶなど，深刻な問題になっ

ている。主婦パートが多いのは，家事・育児の

負担のほか，税や社会保障などの制度が影響し

ており，こうした状況をかえることが課題にな

っている。

　非正規雇用は全体として拡大してきたが，

1990年代なかばまでは正規雇用も同時に増えて

いた。ところが，それ以降，正規雇用は減少傾

向にある。そうしたなか，正社員の労働環境も

悪化し，極端な長時間労働やサービス残業，退

職強要などをおこなう「ブラック企業」が社会問

題化している。

【雇用形態別雇用者数の推移】
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212 年表

時代 天皇 総理 西暦（年号） 政治・経済・社会

212　巻末年表

文化

今上

田中

三木
福田
大平
鈴木
中曽根

竹下
海部
宮沢

細川
羽田・村山

村山
橋本

小渕

森
森・小泉
小泉

小泉・安倍
安倍・福田
福田・麻生
麻生・鳩山
鳩山・菅
菅・野田
安倍

1970（ 〃 45）
1971（ 〃 46）
1972（ 〃 47）
1973（ 〃 48）
1976（ 〃 51）
1978（ 〃  53）
1979（ 〃 54）
1982（ 〃 57）
1985（ 〃 60）
1986（ 〃 61）
1987（ 〃 62）
1988（ 〃 63）
1989（平成元）
1991（ 〃 3）
1992（ 〃 4）
1993（ 〃 5）
1994（ 〃 6）

1995（ 〃 7）
1996（ 〃 8）
1997（ 〃 9）
1998（ 〃 10）
1999（ 〃 11）

2000（ 〃 12）
2001（ 〃 13）
2003（ 〃 15）
2004（ 〃 16）
2005（ 〃 17）

2006（ 〃 18）
2007（ 〃 19）
2008（ 〃 20）
2009（ 〃 21）
2010（ 〃 22）
2011（ 〃 23）
2013（ 〃 25）

2015（ 〃 27）

2016（ 〃 28）
2017（ 〃 29）

この年GNP資本主義国第 2位
7光化学スモッグ・静岡県田子の浦のヘドロ問題化
7環境庁発足　11非核三原則決議　12円切り上げ
5沖縄返還実現
2 円の変動相場制移行　10石油ショックはじまる
2ロッキード事件問題化　 6新自由クラブ結成（～86）
5新東京国際（現成田国際）空港開港
6元号法
8公職選挙法改正（参院に比例代表制）
6男女雇用機会均等法公布
12国鉄改革関連法公布（87民営化）
5防衛費予算，GNP 1 ％枠突破
7リクルート事件発覚　12消費税法公布（89．4実施）
7参議院で与野党逆転
バブル経済崩壊
8東京佐川急便事件問題化
8非自民八党派連立政権誕生
3公職選挙法改正（衆議院議員選挙に小選挙区比例代表並立
制導入）　6社会党委員長首班の三党連立内閣成立
1阪神･淡路大震災　 3地下鉄サリン事件
2エイズ薬害で厚相謝罪
5アイヌ文化振興法　11山一証券廃業　12介護保険法成立
4金融ビッグバン
5情報公開法　ガイドライン関連法　 8国旗・国歌法　
9東海村核燃料加工施設で臨界事故発生
7三宅島噴火で全島民避難
1省庁再編　 6ハンセン病補償法　10テロ対策特別措置法
6有事法制関連 3法　 7イラク復興支援特別措置法
6年金改革関連法　有事法制関連7法　10新潟中越地震
4個人情報保護法全面施行　10郵政民有化法成立（07民有
化）
5会社法施行　12教育基本法改正
5国民投票法成立
1薬害肝炎救済法成立　4後期高齢者医療制度導入
5裁判員制度施行

3東日本大震災　福島第一原子力発電所で事故発生
4改正公職選挙法成立（インターネットを使った選挙運動解禁）
12特定秘密保護法成立
６改正公職選挙法成立（選挙権年齢を18歳以上に引き下げ）
９安全保障関連法成立

６天皇の退位等に関する皇室典範特例法成立　改正組織犯
罪処罰法成立（テロ等準備罪の新設）

1970 日本初の人工衛星打ち上
げ

  日本万国博開催
 72 高松塚古墳壁画発見

 78 稲荷山古墳出土鉄剣の文
字発見

 82 教科書検定，外交問題化

 87 臨時教育審議会答申
 88 青函トンネル・瀬戸大橋

開通
 89 吉野ヶ里遺跡で大規模な

環濠集落跡発見

 94 三内丸山遺跡で大規模な
縄文集落跡発掘

  大江健三郎，ノーベル文
学賞受賞

 97 臓器移植法
 98 飛鳥池で富本銭出土

2000 旧石器発掘のねつ造発覚
 01 中学校歴史教科書検定が

外交問題化
 02 サッカーワールドカップ

日韓共催

 10 改正臓器移植法施行（15歳
未満の臓器移植が可能に）

 11 サッカー女子ワールドカ
ップで日本初優勝
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212　巻末年表

文化

今上

田中

三木
福田
大平
鈴木
中曽根

竹下
海部
宮沢

細川
羽田・村山

村山
橋本

小渕

森
森・小泉
小泉

小泉・安倍
安倍・福田
福田・麻生
麻生・鳩山
鳩山・菅
菅・野田
安倍

1970（ 〃 45）
1971（ 〃 46）
1972（ 〃 47）
1973（ 〃 48）
1976（ 〃 51）
1978（ 〃  53）
1979（ 〃 54）
1982（ 〃 57）
1985（ 〃 60）
1986（ 〃 61）
1987（ 〃 62）
1988（ 〃 63）
1989（平成元）
1991（ 〃 3）
1992（ 〃 4）
1993（ 〃 5）
1994（ 〃 6）

1995（ 〃 7）
1996（ 〃 8）
1997（ 〃 9）
1998（ 〃 10）
1999（ 〃 11）

2000（ 〃 12）
2001（ 〃 13）
2003（ 〃 15）
2004（ 〃 16）
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2016（ 〃 28）
2017（ 〃 29）

2018（ 〃 30）

この年GNP資本主義国第 2 位
7 光化学スモッグ・静岡県田子の浦のヘドロ問題化
7 環境庁発足　11非核三原則決議　12 円切り上げ
5沖縄返還実現
2 円の変動相場制移行　10石油ショックはじまる
2 ロッキード事件問題化　 6 新自由クラブ結成（〜86）
5 新東京国際（現成田国際）空港開港
6 元号法
8 公職選挙法改正（参院に比例代表制）
6男女雇用機会均等法公布
12国鉄改革関連法公布（87民営化）
5 防衛費予算，GNP 1 ％枠突破
7 リクルート事件発覚　12消費税法公布（89．4実施）
7 参議院で与野党逆転
バブル経済崩壊
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1阪神･淡路大震災　 3 地下鉄サリン事件
2 エイズ薬害で厚相謝罪
5 アイヌ文化振興法　11山一証券廃業　12介護保険法成立
4 金融ビッグバン
5 情報公開法　ガイドライン関連法　 8 国旗・国歌法　
9 東海村核燃料加工施設で臨界事故発生
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1省庁再編　 6 ハンセン病補償法　10テロ対策特別措置法
6 有事法制関連 3 法　 7 イラク復興支援特別措置法
6 年金改革関連法　有事法制関連7法　10新潟中越地震
4 個人情報保護法全面施行　10郵政民有化法成立（07民有
化）
5 会社法施行　12教育基本法改正
5 国民投票法成立
1 薬害肝炎救済法成立　4後期高齢者医療制度導入
5 裁判員制度施行

3東日本大震災　福島第一原子力発電所で事故発生
4 改正公職選挙法成立（インターネットを使った選挙運動解禁）
12特定秘密保護法成立
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1970 日本初の人工衛星打ち上
げ

  日本万国博開催
 72 高松塚古墳壁画発見

 78 稲荷山古墳出土鉄剣の文
字発見

 82 教科書検定，外交問題化

 87 臨時教育審議会答申
 88 青函トンネル・瀬戸大橋

開通
 89 吉野ヶ里遺跡で大規模な

環濠集落跡発見

 94 三内丸山遺跡で大規模な
縄文集落跡発掘

  大江健三郎，ノーベル文
学賞受賞

 97 臓器移植法
 98 飛鳥池で富本銭出土

2000 旧石器発掘のねつ造発覚
 01 中学校歴史教科書検定が

外交問題化
 02 サッカーワールドカップ

日韓共催

 10 改正臓器移植法施行（15歳
未満の臓器移植が可能に）

 11 サッカー女子ワールドカ
ップで日本初優勝

平
成

昭
和

後見返し 図 別紙 2参照 別紙 2参照

訂正箇所 原 文 訂 正 文ページ 行
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インド
パキスタン
バングラデシュ
スリランカ
東ティモール

カンボジア
ラオス
ミャンマー

ブルネイ
インドネシア
マレーシア
フィリピン
シンガポール
タイ
ベトナム

モンゴル
北朝鮮

アメリカ
カナダ
ロシア

日本
韓国
中国
オーストラリア
ニュージーランド
パプアニューギニア

メキシコ
チリ
ペルー

中国香港
チャイニーズ・タイペイ

EU

ASEAN地域フォーラム（ARF）

東南アジア諸国連合
（ASEAN）

アジア太平洋経済協力
（APEC）

【拉致被害者の帰国】　2002
年の日朝首脳会談で，北朝鮮
側は日本人を拉致した事実を
認め，日本側に謝罪した。こ
れをうけて， 5 人の日本人が
帰国を果たした。

2日本の「植民地支配と侵略」
への「痛切な反省」を表明した。

3ロシアとのあいだには北方
領土問題，韓国とのあいだに
は竹

たけしま

島問題がある。

東アジア情勢と
日本外交の変化

　日本の外交について，
アジア太平洋地域の経済
的な発展が与えた影響に
ついて考えよう。

【APEC】　世界全体のGDPの約 5 割，人口の約 4 割，貿易額
の約 4 割をしめている。

【アジア太平洋に
おける地域的枠組み】

（外務省資料）

1近年，ヨーロッパの地域統
合は難航し，2016年にはイギ
リスがEUからの脱退を国民
投票で決めた。

 冷戦の終
しゅう

焉
えん

をうけて，地域統合が進んだ。1993（平

成 5）年，ヨーロッパ共同体（EC）は域内の市場統

合を完成させたうえで，ヨーロッパ連合（EU）に発展した。EUは，冷

戦の終結にともない民主化した東ヨーロッパに拡大するとともに，政

治統合も推進した。

　冷戦の終焉は，アジア太平洋にも大きな変化をもたらした。1991年，

韓国と北朝鮮が国連に同時加盟し，翌年には中国と韓国が国交を結ん

だ。また，1970年代以降，香
ホン

港
コン

やシンガポールとともに新興工業経済

地域群（NIES）とよばれるようになっていた韓国や台湾では，民主化

が進展した。こうしたなか，アジア太平洋においても，日本をふくむ

地域協力の枠
わく

組みがゆるやかながらつくられた。1989年，アジア太平

洋経済協力（APEC）が発足し，1994年には安全保障に関する対話と協

力の場としてアセアン地域フォーラム（ARF）が設けられた。

 他方で，冷戦後も東アジアには，中国と台湾，北

朝鮮と韓国といった冷戦にともなう分断状況が残

されている。中国では1989（平成元）年に軍隊によって民主化運動が鎮
ちん

圧
あつ

され（天
てん

安
あん

門
もん

事件），共産党の独裁体制が続いた。また，北朝鮮は核

兵器やミサイルの開発を進め，かつて日本人を拉
ら

致
ち

したことも明らか

になった。

　東アジアでは，冷戦下でおさえられていたナショナリズムの高まり

もみられる。それを一因として，首相の靖
やす

国
くに

神社への参拝，歴史教科

書の記述など，日本の戦争責任や歴史認識が争点となり，1995年の戦

後50年の首相談話やアジア女性基金の発足などの動きはあったものの，

依然として問題が残されている。近隣諸国とのあいだには，領土をめ

ぐる問題も存在している。

アジア太平洋地域
の発展

1

東アジア諸国と
日本

2

（→p.161コラム）
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【内閣と与党の変遷】

【財政赤字と消費税率の推移】

閣はアフガニスタン攻撃やイラク戦争でアメリカに協力する一

方，郵政事業の民営化など新自由主義的改革を本格的におし進

めた。しかし，その結果，自民党の支持基盤を掘りくずしたば

かりか，貧富の格
かく

差
さ

や都市と地方の格差を拡大したという批判

がしだいに高まった。

　第 1次安
あ

倍
べ

晋
しん

三
ぞう

内閣は，教育基本法の改正，防衛庁の省への

昇格，憲法改正のための国民投票法の制定など，保守的な政策

をとったが，2007年の参議院選挙で敗北して退陣した。その後

も自民・公明両党を与党とする福
ふく

田
だ

康
やす

夫
お

内閣と麻
あそ

生
う

太
た

郎
ろう

内閣が

続いたが，有権者の支持を回復できなかった。

 2009（平成21）年の衆議院議員総選挙で，民主党が

圧勝し，社会民主党・国民新党とともに鳩
はと

山
やま

由
ゆ

紀
き

夫
お

を首相とする連立内閣をつくった。自民・民主の二大政党間の本格

的な政権交代が実現したのである。しかし，翌年，鳩山内閣は普
ふ

天
てん

間
ま

基地問題をめぐる社民党の連立離脱をきっかけに退陣した。つぎの菅
かん

 

直
なお

人
と

内閣は消費税の引き上げをめざし，野
の

田
だ

佳
よし

彦
ひこ

内閣がその道筋をつ

けたが，民主党の分裂をまねいた。

　2012年の総選挙で民主党は大敗し，自民・公明両党による第 2次安

倍内閣が成立した。安倍内閣は，大規模な金融緩
かん

和
わ

，公共事業などの

財政出動，規制緩和をはじめとする成長戦略の三つを柱とする経済政

策をうちだした。また，特定秘密保護法や安全保障関連法を成立させ，

憲法の改正をめざすなど，保守的な政策も推進した。

（→p.189）

1954〜　

1936〜　 1940〜　

あいつぐ政権交代
1947〜　

1946〜　 1957〜　

5

10

15

　世界の大多数の国々が選
挙権年齢を18歳以上と定
めているが，日本では1945
年以来，20歳以上とされて
きた。2015年，それが満18
歳以上に引き下げられ，選
挙運動も認められるように
なった。少子高齢化が進む
なか，日本の未来を担う若
者が主体的に政治にかかわ
ることが期待されている。

18歳選挙権
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かく

差
さ

や都市と地方の格差を拡大したと

いう批判がしだいに高まった。

　第 1次安
あ

倍
べ

晋
しん

三
ぞう

内閣は，教育基本法の改正，防衛庁の省へ

の昇格，憲法改正のための国民投票法の制定など，保守的な

政策をとったが，2007年の参議院選挙で敗北して退陣した。

その後も自民・公明両党を与党とする福
ふく

田
だ

康
やす

夫
お

内閣と麻
あそ

生
う

太
た

郎
ろう

内閣が続いたが，有権者の支持を回復できなかった。

 2009（平成21）年の衆議院議員総選挙で，民主党が

圧勝し，社会民主党・国民新党とともに鳩
はと

山
やま

由
ゆ

紀
き

夫
お

を首相とする連立内閣をつくった。自民・民主の二大政党間の本格

的な政権交代が実現したのである。しかし，翌年，鳩山内閣は普
ふ

天
てん

間
ま

基地問題をめぐる社民党の連立離脱をきっかけに退陣した。つぎの菅
かん

 

直
なお

人
と

内閣は消費税の引き上げをめざし，野
の

田
だ

佳
よし

彦
ひこ

内閣がその道筋をつ

けたが，民主党の分裂をまねいた。

　2012年の総選挙で民主党は大敗し，自民・公明両党による第 2次安

倍内閣が成立した。安倍内閣は，大規模な金融緩
かん

和
わ

，公共事業などの

財政出動，規制緩和をはじめとする成長戦略の三つを柱とする経済政

策をうちだした。また，特定秘密保護法や安全保障関連法を成立させ，

憲法の改正をめざすなど，保守的な政策も推進した。

（→p.189）
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あいつぐ政権交代
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1946〜　 1957〜　
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　世界の大多数の国々が選
挙権年齢を18歳以上と定
めているが，日本では1945
年以来，20歳以上とされて
きた。2015年，それが満18
歳以上に引き下げられ，選
挙運動も認められるように
なった。少子高齢化が進む
なか，日本の未来を担う若
者が主体的に政治にかかわ
ることが期待されている。

18歳選挙権

①

②
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